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1 はじめに

本解説は、平成15年度から平成18年度までの4年間に設

置された研究会「鋼管の成形性評価試験に関する研究会」（以

下、本研究会と呼ぶ）について、その概要と得られた成果に

ついて解説する。

1.1 研究会の目的

ハイドロフォームを中心とした鋼管の二次加工は、近年、

自動車の軽量化に対応できる加工技術として急速にその地位

を確保しつつある。しかし、鋼管はこれまで加工用素材とし

て使用されることが少なかったことから、鋼管の加工特性を

適切に評価する試験方法がないのが現状である。鋼管を加工

用素材として飛躍的に普及させるためには、鋼管の評価試験

法の共有化とともに、二次加工性と材料特性値との関連を明

らかにすることが不可欠である。しかし、鋼管メーカーが出

荷試験として実施しているJISのへん平・押し広げ試験は、

多大の時間と費用を費やしているが、必ずしも二次加工性を

評価してはおらず、溶接部の欠陥検出等、鋼管の健全性評価

として利用されているに過ぎない。また、その試験・評価法

自体、試験条件、鋼管の表面性状等の規定が不明確であり、

試験結果の普遍性の保証が困難である。そこで、材料評価試

験の支配因子（材料物性値（n値、r値等）、試験条件（潤滑・

拘束条件・速度等））をFEMとシミュレーションの活用によ

り理論体系化するとともに、鋼管の成形性評価に活用できる

試験方法を提案することを目的として設立された。

1.2 活動概要

本研究会は学会部門創形創質工学部会管工学フォーラムお

よび生産技術部門鋼管部会との産学共同企画であり、研究期

間は平成15年度から平成18年度までの4年間、研究費総額

は1,300万円であった。管工学フォーラム座長である三原豊

（香川大学）が主査となり、最終的には本フォーラムから6名、

鋼管部会から4名、大学側委員5名の合計15名が参加した。

鋼管部会からは外径38.1 mmを基本条件とし、製造条件

（ロール成形材、ロール成形・焼準材、冷牽・焼準材）、鋼種

（STKM11A, STKM12B, STKM13A, SUS430, SUS304, 高R

値管）および肉厚（t＝1.2～1.8 mm）の異なる11種類の電縫

鋼管サンプルの提供があり、これを用いて研究が行われた。

研究期間においては8回の研究集会および見学会を行い、

研究会活動の中間報告の意味合いも含め平成16年度第148

回秋季講演大会において予告セッション「鋼管の成形性評価

技術の現状と課題」、平成17年度第149回春季講演大会にお

いて討論会「鋼管の不均一性とその加工技術」、平成17年度

第150回秋季講演大会において討論会「鋼管の成形性評価技

術の最新動向」を行い、平成18年第152回秋季講演大会にお

いては本研究会の最終報告会の位置づけであるシンポジウム

「鋼管二次加工評価シンポジウム―鋼管の成形性評価試験に

関する研究会最終報告―」が行われた1）。

2 研究内容

2.1 口広げ試験における鋼管の変形挙動と成形性評価

（首都大学東京　真鍋健一、名古屋大学　吉田佳典）

2.1.1 研究目的

JISに規定されている口広げ試験（JISでは「押し広げ」と

規定）に注目し、その口広げ試験における鋼管の変形挙動な

らびに変形限界に影響を及ぼす因子を明らかにし、口広げ試

験を管材の二次成形性評価試験法として提案することを最終

目標に、その指針を得ることを目的としている。まず、10

種類の鋼管に関して口縁部に生じる割れの発生する口広がり

限界を実験的に調査し、製造条件による相違点について考察

した。次に、成形性評価試験法として、重要な潤滑条件と試

験工具半角の影響を実験とFEM解析の両面から検討した。
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FEM解析では、大矢根の延性破壊条件式 2）を用いて口広が

り変形限界を予測し、摩擦係数の影響を予測した。あわせて、

引張試験で得られる材料特性ならびに各種バルジ試験結果と

の関係について考察した。

2.1.2 研究内容

図1に示す口広げ試験用の拘束ガイドを用いた負荷試験機

によってJISに準拠して押し広げ試験を行った。被加工材で

ある鋼管の製造条件は、①ロール成形材、②ロール成形・焼

準材および③冷牽・焼準材である。押込み工具角θは30°,

60°および90°の3条件、潤滑条件は①スプレータイプの

フッ素潤滑剤、②切削油および③無潤滑の3条件とし、管端

部において破断が生じるまで試験を行い、限界拡管率ならび

に限界円周ひずみを測定した。

限界拡管率に及ぼす押込み工具角θの影響について、鋼管

の製造条件に関わらず押込み工具角θが大きいほど限界拡管

率は増加する。これはひずみ勾配によるもので本供試鋼管に

おいてもその影響があることが確認された3）。管端部の破断

形態は①溶接線に沿った割れ、②HAZ部での割れ、および

③管端部の複数の場所から斜めに2本のくびれの線が発生・

進展の後にくびれ発生部から割れに至る三つの形態である。

これらは製造条件に強く依存しており、それぞれロール成

形・焼準材、ロール成形材および冷牽・焼準材で見受けられ

た（図2）。また限界拡管率は、一部のロール成形・焼準材を

除いて、肉厚直径比の増加に伴って大きくなることがわかっ

た。

口広げのFEM解析を行い、大矢根の延性破壊条件式にお

ける破壊パラメータの決定に成功した。さらに引張試験から

得られた軸方向全伸びが大きくなるほど変形限界が下がり、

円周方向r値が大きくなるほど円周方向限界ひずみは増加す

る傾向が確認された。円周方向の延性の評価には、工具－素

材間の潤滑は良好にし、また押込み工具角度は30～60°の

範囲の中で小さい角度を選定するほうが好ましいことが示さ

れた。

2.2 画像解析を用いた管引張試験による破壊特性の評価

（名古屋大学　吉田佳典、首都大学東京　真鍋健一）

2.2.1 研究目的

これまでに延性破壊の原因となる空孔生成および空孔成長

は、応力状態、特に応力三軸度に強く影響を受けることが知

られており、管引張試験に画像解析を導入することによる簡

便な実験によって応力状態と破断ひずみの関係を調査した。

また鋼管表面に円周方向の格子を描き、引張試験中にその変

形を画像解析によって追跡することにより、円周方向のひず

み分布特性等について報告した。さらに鋼管円周方向の破断

ひずみ分布、ひずみ履歴変化に及ぼす心金間距離の影響につ

いて調査した。

2.2.2 研究内容

管の破壊特性および機械的特性評価のために、画像解析を

用いた管材引張試験装置を開発した。試験にはSUS304電縫

管を供しJIS11号引張試験片を基礎とし、両端のチャッキン

グには心金を用いることとした。試験片全長は初期心金間隔

h0が初期直径D0の0.5～10.0倍となるように変化させた。

引張試験においてCCDカメラによって試験片形状を撮影し、

画像解析を施すことによって、直径D、くびれ曲率半径Rお

よび引張荷重Pを時々刻々と計測した。また破断時のひずみ

を測定するために管側面に格子を描き、最終破断時の相当ひ

ずみを算定した（図3）。引張試験中の管壁内応力状態変化は

管引張試験の有限要素解析結果を用い、積分型延性破壊条件

式の一種であるAyada 4）の式およびCockcroft ＆ Latham 5）

の式における限界ダメージ値が得られた。またこれらの値は

初期心金間距離つまり応力負荷履歴に依存して変化すること

が示された。破断相当ひずみの値は円周方向に分布し、また

その値は初期心金間距離が小さくなるほど低下した。また、

一軸引張に近い状態ではシーム部から破壊し、多軸状態に近

づくほどその影響は小さくなる傾向が確認された（図4）。

図1 口広げ試験の概念図ならびに工具概観 図2 限界円周ひずみに及ぼす工具角θの影響と破壊形態
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2.3 リング引張試験・ゴムバルジ試験による鋼管加工性

の評価（香川大学　三原豊、吉村英徳）

2.3.1 研究目的

チューブフォーミングには、部品の一体化を可能とし軽量

かつ高機能な中空部材を低コストで製造できることにメリッ

トがあるが、長軸方向に任意な複雑断面形状を付与するため

成形管に曲げ・拡管などの複雑な変形を伴う。管材の加工で

は割れやしわなどさまざまな欠陥が発生するが、加工の工程

や条件の最適化を行うには、降伏応力や加工硬化指数、材料

異方性、割れ限界などの管の二次加工性を十分検討する必要

がある。しかし、現在行われている方法としては管の二次加

工性を評価するためには試験片を切出して展開した後、引張

試験を行うなど手間がかかる。そこで本研究では、鋼管を横

断面で切断するだけで容易に加工性を評価するための試験方

法として、リング引張試験の可能性を検討する。また、油圧

ポンプなどを必要とせず、万能試験機で容易に測定できる方

法としてゴムバルジ試験についても検討する。

2.3.2 リング引張試験

まず研究に先立ち、管から周方向に短冊状試験片を切り出

すことによる展開引張試験を実施し、鋼管周方向のn値、r値、

引張強さおよび破断伸びを計測した。次に、鋼管を横断面で

リング状に切断しそれに2本のピンによって半径方向に引張

るリング引張試験を行うことによって同様に材料パラメータ

を測定したところ、展開引張試験と同等の結果を得た。

リング幅w＝12.5および25 mmで実験を行ったところ、

破断位置は前者ではピンの極めて近傍で、後者ではリング引

張方向における中央付近であり、これはリングとピンの接触

面における摩擦の影響である。また破断伸びはリング幅が大

きい場合に大きくなる傾向を確認した。また、リング引張の

FEM解析を行い実験結果と比較することによって、大矢根

の延性破壊条件式における材料パラメータを測定することが

できた。さらにリング材の予変形が不要なリング引張試験治

具（図5）を開発し、その妥当性を確認した。

図3 画像解析を用いた丸管引張試験の様子

図4 SUS電縫管における破断ひずみの周方向分布 図6 ゴムバルジ試験の概略図

図5 扁平予加工が不要なリング引張試験片の概念図
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2.3.3 ゴムバルジ試験

図6にゴムバルジ試験装置の概略を示す。圧力媒体としてシ

リコンゴムを用いパンチでゴムのみを圧縮することによって

内圧をかけ、鋼管を内側から張り出させる。鋼管の変形部長

さは直径と同寸法と直径の3倍（L/D＝1, 3）の2通り行った。

展開引張試験から得られたn値と破断時の最大バルジ量の

関係について、n値は小さいほどバルジ量が大きくなる傾向

が見られ、ゴムバルジ試験からn値などの材料特性値を評価

できる可能性が示された。また、本試験のFEM解析が行わ

れ、鋼管－ゴム間の摩擦係数が増加するとバルジ後の肉厚減

少が抑えられることが明らかとなり、摩擦により肉厚減少が

抑制されると考えられる。

2.4 鋼管の液圧バルジ変形と成形性の評価

（宇都宮大学　淵澤定克）

2.4.1 研究目的

鋼管の二次加工による使用の更なる拡大が予測される現

在、鋼管の加工法と成形性の関係を明確にすることが必要で

ある。ここでは、最近自動車産業で適用が進んでいるハイド

ロフォーミングの基礎となる液圧バルジ加工について、鋼管

の変形挙動と成形性について調べた。液圧バルジ試験用の試

験片寸法・形状を図7に示す。変形部長さの影響を調べるた

めに、試験片の変形部長さLは初期外径Dの3倍、1.5倍およ

び初期外径と同程度の3種類（L/D＝3, 1.5および1）とした。

2.4.2 研究内容

図8に実験装置を示す。試験片の両端はそれぞれ独立した

つかみ装置にセットされるが、つかみ装置の一方は実験台の

上に固定され、もう一方のつかみは管軸方向にだけ動くこと

ができるようにガイドレールに載せてあり、試験片は内圧の

みの作用のもと、外部から軸方向の力を受けることなく張出

し変形を行う。

成形限界（破裂）における管の形状について、L/D＝3の

管は全て管中央部近傍で縦方向亀裂を生じた。これに対して

L/D＝1の短い管では管中央部で縦方向亀裂を生じたものが

多かったが、管端部で横方向亀裂を生じたものもあった。溶

接部の肉厚が薄く十分張り出さないうちに溶接部で破裂した

ロール成形・焼準材を除くと、成形限界はn値および全伸び

との間に弱い相関があり、これらの値が大きいほど成形限界

が大きくなる傾向が見られる（図9）。また、同じく十分張り

出さないうちに溶接部で破裂したロール成形・焼準材を除く

と、r値が大きいほど成形限界が低くなる場合があった。引

張強さとの間には明確な関連は見られなかった。

管の成形限界と材料特性値との間には、管の軸方向の引張

試験から得られた材料特性値で比較した際には相関はあまり

見られなかったが、円周方向引張試験による材料特性値を用

いた場合には弱いながら相関が認められた。液圧バルジ試験

においては管全体が変形するので、溶接部の変形が大きな影

響を及ぼす。溶接部が周辺部より硬い場合には溶接部は変形

しにくく、溶接部近傍の張出し変形および肉厚減少が抑制さ

れる。場合によっては溶接部近傍の熱影響部で破裂する。ま

た、焼準によって溶接部が軟化し管全体の硬さが平均化され

ると、溶接部のビードカットによって肉厚が薄くなっている

場合にはそこから破裂する。液圧バルジ試験によって管材の

成形性を評価する際には、造管工程の影響に留意することが

必要である。

図8 液圧バルジ試験機概観図

図7 液圧バルジ試験片

図9 周方向成形限界ひずみに及ぼす材料特性の影響
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2.5 簡易液圧バルジ試験法による鋼管の成形性評価

（東京農工大学　桑原利彦）

2.5.1 研究目的

チューブハイドロフォーミングで用いられる管材の成形限

界指標の一つとして、自由バルジ変形における円周方向の成

形限界ひずみに着目し、これを評価するための簡易バルジ試

験法を提案する。そして、肉厚および機械的性質の不均一が

管材の成形限界に及ぼす影響を実験的に明らかにする。さら

に、冷牽後焼準した鋼管のバルジ成形試験において、バルジ

成形後の形状が非軸対称になり、管の中央から外れた位置に

おいて最も膨らみ破断に至る、という特異な変形挙動が観察

された。そこで、上述のような不均一を有する管材をモデル

化して、バルジ成形のFEM解析を行い、実験で観察された

ような特異なバルジ変形が再現可能かどうかを検証した結果

もあわせて報告する。

2.5.2 研究内容

本研究で考案した簡易液圧バルジ試験機の構造を図10に

示す。本試験機は、円管試験片の両端にかぶさる上下の金型

と、両金型を連結する中子の3部品から構成されている。円

管試験片の両端は、その外側壁がOリングでシールされる

のみで、金型との機械的締結はなされない6）。従って、本試

験機において円管試験片に内圧を負荷した場合、両端閉じの

管材に内圧を負荷したときに発生するような管軸方向の引張

力は作用せず、円周方向の単軸引張に近い応力状態で円管試

験片の成形限界ひずみが測定できることが本試験法の特長で

ある。試験片長さおよび試験部長さ（Oリング間距離）はそ

れぞれ200および120 mmとした。

成形限界ひずみ（円周方向真ひずみ）が最も大きくなった

供試材はロール成形材であり、これに冷牽焼準材が続き、成

形限界ひずみが最も小さいのはロール成形焼準材であった。

ロール成形材の場合、電縫部において初期肉厚が最も薄いも

のの、焼入れ硬化の影響でバルジ成形前後の肉厚変化はほと

んどなく、電縫部以外の肉厚が一様に薄くなり、電縫部に隣

接する位置で破断した。冷牽焼準材においては電縫部におけ

る減肉は解消され、バルジ成形においては初期肉厚が最も薄

い部分で破断した。ロール成形焼準材においては電縫部の初

期肉厚が最も薄く、バルジ成形においても電縫部で破断した。

供試材の初期肉厚の最小値と平均肉厚の比と、成形限界ひず

みの関係で整理した結果、肉厚が均一な素管ほど成形限界が

向上することがわかった。

冷牽焼準鋼管において、特異な自由バルジ変形挙動が観察

された。すなわち図11に示すように、バルジ成形初期にお

いて非軸対称的に膨らみ始め、かつ管中央部から外れた位置

において管が最も膨らみ、破断に至った。鋼管における肉厚

分布を詳細に測定したところ、増肉部が管側面にらせん状に

分布しており、また機械的性質（加工硬化の度合い）にもば

らつきが確認された。これらを考慮し三次元FEM解析を

行った結果、観察された冷牽焼準鋼管の特異なバルジ変形が

定性的に再現可能であることが立証された（図12）。

なお本研究の成果は文献7）に詳細が報告されているので

参照されたい。

2.6 自由バルジ変形挙動に基づく鋼管の材料特性評価と

その精度検討（富山県立大学　森　孝男）

2.6.1 研究目的

鋼管の新たな材料特性評価方法として、鋼管の自由バルジ

変形挙動からその材料特性を評価する方法についてFEM解

析を用いて検討することを目的とする。

これまで、自由バルジ変形挙動解析を行い、統計的手法に

図11 冷牽焼準材の非軸対称破断の様子

図10 簡易液圧バルジ試験装置の模式図

図12 簡易液圧バルジにおける肉厚分布のFEM解析結果
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より材料特性を変数とする変形挙動特性の推定式を求め、そ

の推定式から逆解法として材料特性を求める方法について検

討を行った8）。そして、降伏応力σYとn値について、応力比

0の自由バルジ変形挙動から推定を試み、鋼管の円周方向の

降伏応力を求めること、n値の大まかな目安を求めることが

可能であることを得た。しかし、r値（軸方向および周方向

のr値）に関しては推定することが困難であった。そのため、

降伏応力σYとn値を鋼管の軸方向の単軸引張試験で求め、

応力比の異なる2条件の自由バルジ試験からr値を求める方

法について検討した9）。

2.6.2 研究内容

自由バルジ変形挙動特性値と材料特性値との関係を表す推

定式を求めるため、図13（a）に示すような、外径75 mm、

肉厚2 mm、管長210 mm、掴み部長さ30 mmの鋼管を対象

として自由バルジ試験の解析を行った。解析モデルは軸方向

断面を対称とし、その1/4部分を軸対称問題として図13（b）

に示すようにモデル化した。降伏応力、n値、r値（管長手方

向および周方向）を、それぞれ3水準とし、L27直交表に基

づく27条件について解析を行った。

自由バルジ変形挙動解析を行い、統計的手法により材料特

性を変数とする変形挙動特性の推定式を求め、その推定式か

ら逆解法として材料特性を求める方法と降伏応力とn値を鋼

管の軸方向の単軸引張試験で求め、応力比の異なる2条件の

自由バルジ試験からr値を求める方法について検討した。そ

の結果、推定式から逆解法として材料特性を求める方法では、

鋼管の円周方向の降伏応力を求めること（図14）、n値の大

まかな目安を求めることが可能であることを得た。また、鋼

管の単軸引張試験と自由バルジ試験を組み合わせて、材料特

性を評価する方法では、r値を求めることが可能であるが、

精度的には検討の余地があることを得た。

2.7 鋼管の軸引張り負荷回転引曲げ加工における成形限度

（東京都立科学技術大学　坂木修二）

2.7.1 研究目的

各種管材を構造物に用いるためには、曲げ加工のような二

次成形加工が不可欠になる。断面に中空部分をもつ形材の曲

げ加工では、へん平変形 10）やしわ・屈服変形などの不整変

形が発生しやすい 11）。ここでは、従来の回転引曲げ加工法

を基本とし、不整変形を抑制するためのジグおよび補助負荷

方法を導入している。へん平変形を抑制するためにはプラス

チック板による積層心材を用い、しわを抑制するためには、

軸方向の引張力を負荷している。曲げ素材については、肉厚

などの断面寸法が曲げ成形限度に及ぼす影響について検討

し、また、鋼管のJIS強度レベル及び加工履歴が曲げ加工限

度に及ぼす影響についても検討した。

2.7.2 研究内容

曲げ機構は回転引曲げ加工法を採用した。曲げ加工機の概

念図を図15に示す。断面に中空部分をもつ形材の曲げ加工

において発生するへん平変形を抑えるために、主に硬質塩化

ビニル板よる積層方式の心材を用いた。心材の作動状況およ

び工具配列を図16に示す。積層心材を用い、軸方向引張力

を負荷することによって、圧縮側のしわ変形を効果的に抑制

可能であることが明らかにされた。曲げ半径については、

R＝101, 76, 56, 46, 36および26 mmから選択した。種々の

条件において曲げ加工を行った結果、へん平変形、しわ、屈

服および割れなどの不整変形が単独または同時に発生する形

図13 自由バルジ試験片
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図14 降伏応力における入力値と評価値との比較
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態をとった。

積層心材が無い場合は比較的曲げ半径の大きな条件でもし

わが生じたが、心材を用いると成形が可能となり、限界曲げ

半径においては曲げ外側の引張領域において割れが生じ、場

合によっては曲げ内側のしわも同時に発生した。軸方向引張

力を付与することによって限界曲げ半径を小さくすることが

可能となるが、引張力が大きくなると割れが生じる結果と

なった。またロール成形・焼準材においては曲げ半径R＝

36 mmまでの曲げが可能であった。

2.8 鉄鋼円管の曲げ加工特性（電気通信大学　村田　眞）

2.8.1 研究目的

円管の曲げ加工の特性を適切に評価する指標となるデータ

は存在していないのが現状である。そこで、鋼管の種類が曲

げ加工特性に与える成形評価を行うこととした。最終的には、

実験と解析によって、曲げ加工成形特性の検討評価を行い、

データを共有化する。しかしながら、鋼管の加工特性を適切

に評価する試験方法が存在しない。そこで、鋼管の評価試験

方法の共有化とともに、二次加工性と材料特性との関連性を

明らかにすることは重要なことである。本研究では数種の鋼

管の材料特性が曲げ加工性に与える影響について、実験から

検討を加える。

2.8.2 研究内容

曲げ加工法には押通し曲げの一種であるCNCによるMOS

曲げ 12）を採用した。曲げ加工原理を図17および18に示す。

管がガイドシリンダ④を押し通る時に、オフセットuの位置

を移動させると、オフセットの大きさに対応して円管は曲げ

半径Rで曲げられる。円管の材質をSTKM11AとSTKM12B

とし、外径はD 0＝38.1 mm、肉厚は t 0＝1.8 mmおよび

1.2 mmとした。

材質をSTKM11AとSTKM12Bとした時のオフセットuと

曲げ半径（曲げの内側）Rの関係を示した図が図19である。

オフセットの増加とともに曲げは厳しくなり、曲げ半径は

小さくなる。オフセットが小さく曲げ半径が大きい間は材質

によって差が生じているが、オフセットが大きくなり曲げ半

径が小さくなるとその差は小さくなる。これは、曲げ半径が

大きい間は、材質によって加工部の弾性変形と塑性変形の割

合に差が生じているため、弾性回復によるスプリングバック

に差が生じたためと考えられる。一方、曲げ半径が小さくな

ると加工部における塑性変形の割合が大きくなり、スプリン

グバックの割合が材質によってあまり生じなくなるためであ

る。

円管の肉厚を変えた時のオフセットuと曲げ半径Rの関係

図15 軸引張りを用いた回転引曲げ装置
図17 MOS曲げ加工部

図16 弾性積層心材のはたらきと工具配列

図18 CNC MOS曲げ装置の構成
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について、肉厚の変化が曲げ半径に及ぼす影響はあまり見ら

れなかった。また、溶接部を曲げ内側、曲げ外側と曲げの中

心部として曲げ加工を行ったが、曲げ半径に溶接部は影響を

与えないことがわかった。

3 まとめ

鋼管の二次加工性を簡便に評価する設備および方法、複雑

な加工履歴における破壊条件同定法に関する新たな学術的知

見を得た。これを発展させて、本協会発のJISならびにISO

規格化を視野に入れた試験法標準化を世界に先駆けて行うこ

とは、鉄鋼材料戦略の観点からも非常に重要であり、創形創

質工学部会管工学フォーラムと生産技術部門会議鋼管部会と

の産学連携共同研究によって学術的かつ実生産を見据えた実

践的な研究結果が期待できる。

4 今後の展開

本解説を執筆中に本研究会の後続研究の位置づけで、平成

20年度知識集約型（A型）研究会「鋼管二次加工性評価試験

方法の標準化研究会」（以下、新研究会とよぶ）の採択が決定

した。新研究会は本研究会と同様、学会部門創形創質工学部

会管工学フォーラムおよび本会生産技術部門鋼管部会との産

学コラボレーションであり、研究期間は平成20年度から平

成23年度までの4年間である。

新研究会は、本研究会で得られた知見を自動車に使われる

鋼管の二次加工性評価方法として生かすべく評価設備・試験

方法の標準化を行うとともに、測定される材料特性値データ

の積み上げおよび評価試験の信頼性の確認を行うことによっ

て、二次加工性評価方法および試験設備の標準化をねらいと

する。

また、二次加工プロセスと加工性指標およびこれを測定す

るために必要な試験方法との関連を視覚化した二次加工性評

価試験法データベース構築ならびに試験法マニュアルの作成

を目指す。また、これらの試験法によって得られた材料特性

値を用いた加工シミュレーションと実験結果の比較検討を行

い、試験法の検証を行うとともにその適用範囲について検討

する。
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図19 オフセット量と曲げ半径の関係




